




















































































































































































































































































































































































































































































































（ 3 ）　「教育課程改革試案　中央教育課程検討委員会報告」『教育評論』1976年 5 ・ 6 月号 334・ 5 号　
P.17-216
（ 4 ）　同上、P.28
（ 5 ）　水内宏「教育課程の基礎理論」（川合章・城丸章夫編『講座日本の教育　 5教育課程』所収 新日本
出版社 1976.4）は「改革試案」とほぼ同時期に公表されているが、註記等から完成した「改革試案」は
目にしていない段階で書かれたと思われる（引用されているのは『教育評論』1975年 7 月号所収の教育
課程改革案である）。
　　水内は「改革試案」と違い、「教育課程編成を国の政策レベル、学校レベル、教師の日常実践レベル
の三段階においてみる」（P.67）として、地域レベルの教育課程編成主体の設定を想定していない。また、
「学校レベルの編成が空洞化している」（同）として、「大綱的基準に基づく一定の編成の自由と自主的・
民主的な教育研究活動の自由が、教師集団に保障されねばならない」（同）としているが、その「大綱的
基準」については以下のように述べる。
　　「まず教育内容の大綱における国民的一致を得ることである。すなわち国民的教養として共通に必要
な目標にむけてすべての子どもたちを到達させていく立場から、国民教育、とくに初等・中等教育で共
通に学ぶべき内容上の基本があきらかにされねばならない。それは、教育学や心理学、人文・社会・自
然などの諸科学の成果と、今日までの教育活動・教育実践の総括にもとづいて可能なことである。事実、
この点では、近年、民間教育研究諸団体の理論面での成果として、一定の蓄積と前進がみられることも
たしかである。
 　このような大綱的基準は、文字どおり教育内容の大筋にとどめるべきであって、教科・教材の細部に
までは原則としてたちいるべきではない。（後略）」（P.66）
 　水内はここで「大綱的基準」を定める方略については明示していないが、民間研究諸団体の成果への
言及等から推測すると、その作業は主として全国レベルで行なわれるべきものと想定していたのではな
いか。
（ 6）　http://nzcurriculum.tki.org.nz/content/download/1108/11989/file/The-New-Zealand-Curriculum.pdf
